
    
 

 

 

2026 年 9 月 30 日 

推し活需要を地域経済へ 11 月 4 日に初のネットワーキングイベント開催 

～新たなビジネスチャンス創出に向けて自治体・事業者・コンテンツホルダーが集結～ 

 

近年、「推し活」は飲食・観光・宿泊・交通など幅広い地域産業に波及する消費行動

として広がっています。一方で、多くの地域ではノウハウや連携先の不足から、そ

の需要を地域のビジネスや継続的な経済効果につなげきれていない状況です。 

そこで関東経済産業局は、推し活需要を地域ビジネスや持続的な地域消費につな

げることを目的として、11 月 4 日（いい推しの日）、経済産業省別館「ベツナナ」（東

京都千代田区）において、自治体や事業者、コンテンツホルダー等が一堂に会する

「推し活産業創出ネットワーキングイベント」を初開催します。 

1．背景・経緯 

近年、「推し活」は、飲食・観光・宿泊・交通など幅広い地域産業に波及する消費行動

として広がっています。熱心なファンと地域の接点を戦略的に生み出すことで、地域

経済の活性化や関係人口の拡大につながることが期待されます。 

関東経済産業局（以下、「当局」という。）では、令和8年7月、一般財団法人日本立地

センター及び株式会社Oshicocoと連携し、「遠征（推し活で遠方へ移動すること）」す

るファンと当局管内の自治体を対象にアンケート調査を実施しました。 

ファン向け調査では、回答者の約7割が1回の遠征で3万円以上を消費していることが

分かりました。更に、約6割が「地域を好きになった」「再訪意向がある」と回答しまし

た。その一方で、交通の不便さや混雑、地域情報の不足を課題として挙げる声が多く

寄せられました。 

自治体向け調査では、回答した自治体の約9割が「推し活は地域活性化に有効であ

る」と回答し、約7割が施策の強化・推進に意欲を示しました。その一方で、半数以上

の自治体が具体的な取組に至っていないことが確認されました。 

これらの調査から、推し活需要の大きさと自治体の高い関心が確認された一方、その

需要を地域の新たなビジネス創出やファンとの継続的な関係づくりにつなげるための

ノウハウや、連携体制に課題があることが明らかになりました。 

2．「推し活産業創出ネットワーキングイベント」の開催 

本イベントでは、推し活需要を取り込んだ新たなビジネスやサービス創出につなげる

ことを目的として、1.のアンケート調査結果の詳細や、官民連携等による先進事例を

共有し、地域・業界を超えた交流と連携の機会を創出します。 

「推し活」をテーマに、自治体と多様な業種の事業者、コンテンツホルダーが一堂に会

する広域的なイベントは当局として初めての取組です。 



 
 ＜開催概要＞ 

 日時：2026 年 11 月 4 日（水曜日）14:00～16:30 

 会場：経済産業省別館 7 階共創空間ベツナナ  ※オンライン併用 

 主催：関東経済産業局、一般財団法人日本立地センター 

 対象：自治体、飲食・観光・宿泊・交通事業者、コンテンツホルダー、観光地域づ

くり法人（DMO）等 

 プログラム（予定）： 

① 趣旨説明（経済産業省 関東経済産業局） 

② 政策紹介（エンタメ・クリエイティブ産業戦略 2026） 

（経済産業省 商務情報政策局 文化創造産業課） 

③ 推し活アンケート結果報告 

（株式会社 Oshicoco 代表取締役 多田 夏帆 氏） 

④ トークセッション「推し活産業はどうつくる？ ～広がる推し活需要を地域の 

ビジネスにつなげるには～」 

・新潟市 都市政策部 政策監 宮崎 博人 氏 

・株式会社 JR 東日本スマートロジスティクス 営業戦略部 

営業戦略担当部長 平田 絵美 氏 

・特定非営利活動法人ジャパン・フィルムコミッション 

副理事長 武川 清志朗 氏 

・株式会社 NTT ドコモ スマートライフカンパニー  

マーケティングイノベーション部 プロデュース推進担当部長 市川 亮祐 氏 

・株式会社 CL ホールディングス 執行役員 山下 聡 氏 

・株式会社 Oshicoco 代表取締役 多田 夏帆 氏（モデレーター） 

⑤ その他情報提供 

⑥ ポスターセッション（名刺交換等） 

 （出展者は当局ホームページへ後日掲載予定） 

 

 参加・取材申し込み方法：当局ホームページ申し込みフォーム 

URL： https://forms.cloud.microsoft/r/H01bKcuJWv 

              

 

本イベントに参加した地域を当局でフォローアップし、支援制度や知的財産等の専門

家窓口の紹介を行うなど、事業化に向けた対話が円滑に行われるよう伴走します。 

 

 

 （本発表資料のお問合せ先） 

 経済産業省関東経済産業局 総務企画部  

企画調査課長 麻生 浩司 

担当者：中村、三村、高橋 

電話：048-600-0232（直通） 

メール：bzl-kanto-kikaku2★meti.go.jp 

※「★」を「@」に置き換えてください。 

https://forms.cloud.microsoft/r/H01bKcuJWv

